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【届出の対象とした募集有価証券の種類】 株式、新株予約権付社債及び新株予約権証券

【届出の対象とした募集金額】
 
（株式）  

その他の者に対する割当 199,984,800円

（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債）

その他の者に対する割当 500,000,000円

（第11回新株予約権証券）  

その他の者に対する割当 3,891,300円

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額の合計額を合算した金額

 523,011,300円

（注）　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の払込金額の

総額並びに第11回新株予約権証券の払込金額の総額及び

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に

際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は、本

有価証券届出書提出日現在における見込額です。また、

新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額

は、全ての第11回新株予約権が当初の行使価額で行使さ

れたと仮定して算出された金額であり、行使価額が調整

された場合には、新株予約権の行使に際して払い込むべ

き金額の合計額は増加又は減少する可能性があります。

また、第11回新株予約権の行使期間内に行使が行われな

い場合及び当社が第11回新株予約権を取得し、又は買い

取って消却した場合には、新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額の合計額は減少する可能性があります。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 80,900株

完全議決権株式であり、株主としての権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式である。なお、当社は１単元を100

株とする単元株制度を採用している。

　（注）１．上記普通株式（以下「本新株式」といいます。）は、2025年９月26日（金）開催の当社取締役会決議により

発行を決議しております。

２．本新株式の振替機関の名称及び住所

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 80,900株 199,984,800 99,992,400

一般募集 ― ― ―

計（総発行株式） 80,900株 199,984,800 99,992,400

　（注）１．本新株式の募集は第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の

額の総額であります。また、増加する資本準備金の総額は、99,992,400円であります。

 

（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

2,472 1,236 100株 2025年10月15日（水） ― 2025年10月15日（水）

　（注）１．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。

３．申込み及び払込みの方法は、当社といであ株式会社（以下「提携先」といいます。）との間で、本新株式に

係る総数引受契約（以下「本総数引受契約」といいます。）を締結し、払込期日までに後記払込取扱場所に

発行価額の総額を払い込むものとします。

４．本有価証券届出書の効力発生後、払込期日までに提携先との間で本総数引受契約を締結しない場合、提携先

に対する第三者割当による新株発行は行われないこととなります。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

ブルーイノベーション株式会社

経営管理本部　経理法務部

東京都文京区本郷五丁目33番10号

いちご本郷ビル４階

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　西池袋支店 東京都豊島区南池袋二丁目28番10号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。
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４【新規発行新株予約権付社債（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債）】

銘柄 ブルーイノベーション株式会社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

 （以下「本新株予約権付社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権のみ

を、本「４　新規発行新株予約権付社債（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債）」に

おいて「本新株予約権」という。）

記名・無記名の別 無記名式とし、新株予約権付社債券は発行しない。

券面総額又は振替社債の

総額（円）

金500,000,000円

各社債の金額（円） 金12,500,000円

発行価額の総額（円） 金500,000,000円（本有価証券届出書提出日現在における見込額である。実際の発行価額の

総額は2025年10月６日から2025年10月８日までの間のいずれかの日で、株価変動等諸般の事

情を考慮の上で本新株予約権付社債及び第11回新株予約権に係る最終的な条件を決定する日

として当社が決定した日（以下「条件決定日」という。）に確定するため、本有価証券届出

書提出日現在における見込額とは異なる可能性がある。）

発行価格（円） 各本社債の金額100円につき金100円とするが、条件決定日において、「第３　第三者割当の

場合の特記事項　３　発行条件に関する事項　(1)発行価格の算定根拠及び発行条件の合理

性に関する考え方　②　本新株予約権付社債」に定める方法と同様の方法で算定された結

果、かかる再算定結果に係る評価額レンジの下限が金100円を上回る場合には、かかる評価

額レンジの下限の金額とする。

但し、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない。

利率（％） 本社債には利息を付さない。

利払日 該当事項はありません。

利息支払の方法 該当事項はありません。

償還期限 2030年10月23日（水）

償還の方法 １　償還金額

 各社債の金額100円につき金100円

 但し、繰上償還の場合は、本欄第２項第(2)号に定める金額による。

 ２　社債の償還の方法及び期限

 (1) 満期償還

 本社債は、2030年10月23日にその総額を本社債の金額100円につき金100円で償還す

る。

 (2) 繰上償還

 イ　130％ソフトコール条項による繰上償還

 当社は、2026年４月21日以降のいずれかの20連続取引日（東京証券取引所において

売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所において当社普通株式のあら

ゆる種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があった場合

には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。以下同じ。）における各取引

日において、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「東証

終値」という。）が当該各取引日に適用のある転換価額（下記「（新株予約権付社

債に関する事項）　「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項」に規定する。以

下同じ。）の130％以上であった場合、当該20連続取引日の最終日から15銀行営業

日以内に、かつ繰上償還を希望する日（以下、本イにおいて「繰上償還日」とい

う。）の20銀行営業日前までに本新株予約権付社債に係る新株予約権付社債権者

（以下「本新株予約権付社債権者」という。）に書面で通知することにより、繰上

償還日に、残存する本社債の全部（一部は不可）を各社債の金額100円につき金100

円で償還することができる。
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 ロ　本新株予約権付社債権者の選択による繰上償還

 ①　組織再編行為による繰上償還

 本新株予約権付社債権者は、組織再編行為（以下に定義する。）が当社の株主総

会で承認された場合において、承継会社等（以下に定義する。）の普通株式がい

ずれの金融商品取引所にも上場されない場合には、その選択により、当社に対し

て、償還を希望する日（以下、本①において「繰上償還日」という。）の10銀行

営業日以上前に事前通知を行った上で、繰上償還日に、その保有する本社債の全

部又は一部を以下の償還金額で繰上償還することを、当社に対して請求する権利

を有する。

 上記償還に適用される償還金額は、参照パリティ（以下に定義する。）が100％

を超える場合には、各社債の金額100円につき金100円に参照パリティを乗じた額

とし、参照パリティが100％以下となる場合には、各社債の金額100円につき金

100円とする。

 「参照パリティ」は、以下に定めるところにより決定された値とする。

 (ⅰ)　当該組織再編行為に関して当社普通株式の株主に支払われる対価が金銭の

みである場合

 当該普通株式１株につき支払われる当該金銭の額を当該組織再編行為承認

日時点で有効な転換価額で除して得られた値（小数第５位まで算出し、小

数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）

 (ⅱ)　(ⅰ)以外の場合

 会社法に基づき当社の取締役会その他の機関において当該組織再編行為に

関して支払われ若しくは交付される対価を含む条件が決議又は決定された

日（決議又は決定された日よりも後に当該組織再編行為の条件が公表され

る場合にはかかる公表の日）の直後の取引日に始まる５連続取引日の東証

終値の平均値を、当該５連続取引日の最終日時点で有効な転換価額で除し

て得られた値（小数第５位まで算出し、小数第５位を四捨五入し、これを

百分率で表示する。）とする。当該５連続取引日において下記「（新株予

約権付社債に関する事項）　「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項

②、④及び⑦」に記載の転換価額の調整事由が生じた場合には、当該５連

続取引日の当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、下記「（新株予約

権付社債に関する事項）　「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項①

乃至⑦」に記載の転換価額の調整条項に準じて合理的に調整されるものと

する。

 「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併契約の締結、当社が分割会社

となる吸収分割契約の締結若しくは新設分割計画の作成又は当社が他の会社の完

全子会社となる株式交換契約の締結、株式移転計画の作成若しくは株式交付親会

社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容とする株式交付計画の作成又

はその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本社債に基づく当

社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものをいう。

 「承継会社等」とは、当社による組織再編行為に係る吸収合併存続会社若しくは

新設合併設立会社、吸収分割承継会社若しくは新設分割設立会社、株式交換完全

親会社、株式移転完全親会社、株式交付親会社又はその他の日本法上の会社組織

再編手続におけるこれらに相当する会社のいずれかであって、本社債に基づく当

社の義務を引き受けるものをいう。

 ②　公開買付けによる繰上償還

 本新株予約権付社債権者は、当社普通株式について、公開買付け（以下に定義す

る。）が行われた場合、その選択により、当社に対して、償還を希望する日（以

下、本②において「繰上償還日」という。）の10銀行営業日以上前に事前通知を

行った上で、繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を、本号ロ①に

記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還すること

を、当社に対して請求する権利を有する。
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 「公開買付け」とは、金融商品取引法に基づく公開買付けがなされ、当社が当該

公開買付けに賛同する意見を表明し、当該公開買付けの結果、当社普通株式が上

場されている全ての日本の金融商品取引所においてその上場が廃止となる可能性

があることを当社又は公開買付者が公表又は容認し（但し、当社又は公開買付者

が、当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する旨を公表し

た場合を除く。）、かつ公開買付者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得

した場合をいう。

 ③　上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還

 本新株予約権付社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（以下に定

義する。）が生じた若しくは生じる合理的な見込みがある場合、又は東京証券取

引所による監理銘柄への指定がなされた若しくはなされる合理的な見込みがある

場合には、その選択により、当社に対して、償還を希望する日（以下、本③にお

いて「繰上償還日」という。）の10銀行営業日（但し、東京証券取引所による監

理銘柄への指定がなされた若しくはなされる合理的な見込みがある場合には20銀

行営業日）以上前に事前通知を行った上で、繰上償還日に、その保有する本社債

の全部又は一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを、当社

に対して請求する権利を有する。

 「上場廃止事由等」とは、当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上

場規程第601条第１項各号に定める事由が発生した場合、又は、当社が本新株予

約権付社債の払込期日以降その事業年度の末日現在における財務諸表又は連結財

務諸表において債務超過となる場合において、当該事業年度の末日の翌日から起

算して６か月を経過する日までの期間において債務超過の状態でなくならなかっ

た場合をいう。

 ④　支配権変動による繰上償還

 本新株予約権付社債権者は、支配権変動事由（以下に定義する。）が生じた場

合、当該支配権変動事由が生じた日後いつでも、その選択により、当社に対し

て、償還を希望する日（以下、本④において「繰上償還日」という。）の10銀行

営業日以上前に事前通知を行った上で、繰上償還日に、その保有する本社債の全

部又は一部を、本号ロ①に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償

還金額で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する。

 「支配権変動事由」とは、特定株主グループ（当社の株券等（金融商品取引法第

27条の23第１項に規定する株券等をいう。）の保有者（同法第27条の23第３項に

基づき保有者に含まれる者を含む。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５

項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者

を含む。））の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割

合をいう。）が50％超となった場合をいう。

 ⑤　スクイーズアウトによる繰上償還

 本新株予約権付社債権者は、当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款

の変更の後、当社普通株式の全てを取得する旨の当社の株主総会の決議がなされ

た場合、当社の特別支配株主（会社法第179条第１項に定義される。）による当

社の他の株主に対する株式等売渡請求を承認する旨の当社の取締役会の決議がな

された場合又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総

会の決議がなされた場合、その選択により、当社に対して、償還を希望する日

（以下、本⑤において「繰上償還日」という。）の10銀行営業日以上前に事前通

知を行った上で、繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を、本号ロ

①に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還する

ことを、当社に対して請求する権利を有する。
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 ⑥　財務制限条項抵触による繰上償還

 本新株予約権付社債権者は、財務制限条項抵触事由（以下に定義する。）が生じ

た場合には、その選択により、当社に対して、償還を希望する日（以下、本⑥に

おいて「繰上償還日」という。）の10銀行営業日以上前に事前通知を行った上

で、繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を各社債の金額100円に

つき金100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する

（注）。

 「財務制限条項抵触事由」とは、当社の2025年12月期以降の各事業年度末日にお

ける通期の貸借対照表（但し、連結貸借対照表を作成している場合には連結貸借

対照表）に記載される純資産合計の金額が、直前の事業年度末日における通期の

貸借対照表（但し、連結貸借対照表を作成している場合には連結貸借対照表）に

記載される純資産合計の額の75％を下回った場合で、かつ当社の2025年12月期以

降に終了するいずれかの事業年度を最終年度とする３連続事業年度中の各事業年

度における通期の損益計算書（但し、連結損益計算書を作成している場合には連

結損益計算書）に記載される経常損益がいずれも損失であった場合をいう。

 （注）　但し、本第三者割当契約により、本新株予約権付社債権者は、本第三者

割当契約に規定する改善計画が財務制限条項抵触事由が生じた日から90

日以内に提出されず、若しくは財務制限条項抵触事由が生じた日を含む

事業年度の翌事業年度において財務制限条項抵触事由が解消しなかった

場合に限り、本社債の繰上償還を請求することができるとされている。

 ⑦　当社株式等の発行による繰上償還

 本新株予約権付社債権者は、当社がエクイティ・ファイナンス（以下に定義す

る。）を実施した場合、その選択により、当社に対して、償還を希望する日（以

下、本⑦において「繰上償還日」という。）の10銀行営業日以上前に事前通知を

行った上で、繰上償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を各社債の金額

100円につき金110円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有す

る。

 「エクイティ・ファイナンス」とは、直接・間接を問わず、①当社普通株式又は

普通株式に転換若しくは交換できる証券の勧誘、担保提供、発行、売付け、売却

契約、購入オプションの付与、購入権の付与、引受権の付与、貸付けその他の移

転又は処分、②当社普通株式の所有についての経済的結果の全部又は一部を第三

者に移転するスワップその他の取決め、又は③これらの各行為やその計画に係る

公表をいう。但し、当社普通株式の株式分割により当社が当社普通株式を発行又

は交付する場合、当社が本新株予約権付社債権者又はその関係会社を相手方とし

て上記各行為を行う場合、当社が当社普通株式の無償割当を行う場合、当社が吸

収分割、株式交換、株式交付又は合併を行う場合、会社法第194条第３項に基づ

く自己株式の売渡し、当社のストックオプション制度又は譲渡制限付株式報酬制

度に基づき当社が当社の新株予約権若しくは普通株式を発行若しくは交付する場

合、本新株予約権付社債の払込期日現在残存している当社新株予約権、本新株予

約権及び第11回新株予約権の行使に基づき当社が当社普通株式を発行又は交付す

る場合、発行会社が他の事業会社との間で行う事業又は業務上の提携（既存の提

携に限らず、新規又は潜在的な提携を含む。）の一環として又はこれに関連して

当該他の事業会社に対して本証券を発行又は交付する場合、その他適用法令によ

り必要となる場合についてはこれに含まれない。

 (3) 本項に定める繰上償還日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰

り上げる。

 ３　買入消却

 当社は、本新株予約権付社債の発行後いつでも本新株予約権付社債を買い入れることが

できる。買い入れた本新株予約権付社債について消却を行う場合、本社債又は本新株予

約権の一方のみを消却することはできない。
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募集の方法 第三者割当の方法により、シンプレクス・キャピタル・PIPEs投資事業有限責任組合１号

（住所：東京都千代田区丸の内一丁目５番１号、業務執行組合員：シンプレクス・キャピタ

ル・インベストメント株式会社（以下「SCI」という。））（以下「SCI投資事業有限責任組

合」といい、提携先とあわせて、個別に又は総称して、「割当予定先」という。）に全額を

割り当てる。

（後記「第３　第三者割当の場合の特記事項」を参照。）

申込証拠金（円） 該当事項はありません。

申込期間 2025年10月23日（木）

申込取扱場所 ブルーイノベーション株式会社　経営管理本部　経理法務部

 東京都文京区本郷五丁目33番10号　いちご本郷ビル４階

払込期日 2025年10月23日（木）

 本新株予約権の割当日も同日とする。

振替機関 該当事項はありません。

担保 本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債のため

に特に留保されている資産はない。

財務上の特約（担保提供

制限）

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当社

が国内で今後発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新

株予約権付社債のためにも、担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。な

お、転換社債型新株予約権付社債とは、会社法第２条第22号に定められた新株予約権付社債

であって、会社法第236条第１項第３号の規定に基づき、新株予約権の行使に際して、当該

新株予約権に係る社債を出資の目的とすることが新株予約権の内容とされたものをいう。

財務上の特約（その他の

条項）

該当事項はありません。

　（注）１．社債管理者の不設置

本新株予約権付社債は、会社法第702条但書及び会社法施行規則第169条の要件を充たすものであり、社債管

理者は設置されない。

２．期限の利益喪失に関する特約

当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、本社債につき期限の利益を喪失する。

(1) 当社が別記「償還の方法」欄の規定に違背し、３銀行営業日以内にその履行がなされないとき。

(2) 当社が下記「（新株予約権付社債に関する事項）　「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項」、下

記「（新株予約権付社債に関する事項）　（注）３．株式の交付方法」又は別記「財務上の特約（担保

提供制限）」欄の規定に違背し、本新株予約権付社債権者から是正を求める通知を受領したのち30日を

経過してもその履行又は是正をしないとき。

(3) 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることがで

きないとき。

(4) 当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済をす

ることができないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債

務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができないとき。但し、当該債務

の合計額（邦貨換算後）が100,000,000円を超えない場合は、この限りではない。

(5) 当社が、当社の破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立てを

し、又は当社の取締役会において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を

行ったとき。

(6) 当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生法手続開始の決定又は特別清算開始の命令を

受けたとき。

３．本新株予約権付社債権者に通知する場合の公告

本新株予約権付社債権者に対する通知は、当社の定款所定の公告の方法によりこれを行う。但し、法令に別

段の定めがある場合を除き、公告に代えて各本新株予約権付社債権者に対し直接に通知する方法によること

ができる。

４．社債権者集会に関する事項

(1) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも２週間前までに本社債の

社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を公告又は通知する。

(2) 本社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3) 本社債の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債の総額（償還済みの額を除き、当社

が有する当該社債の金額の合計額は算入しない。）の10分の１以上にあたる社債を有する社債権者は、社
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債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、社債権者集会の招集を請

求することができる。

５．本新株予約権付社債の募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされる予定でありますが、その内容

については下記「募集又は売出しに関する特別記載事項　ロックアップについて」をご参照ください。

６．本新株予約権付社債は、2025年９月26日（金）開催の当社取締役会において発行を決議しています。
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（新株予約権付社債に関する事項）

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

完全議決権株式であり、株主としての権利内容に何らの限定のない当社の標準となる株式で

ある。なお、当社は１単元を100株とする単元株制度を採用している。

新株予約権の目的となる

株式の数

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当社が当社普通

株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通

株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債

の払込金額の総額を別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定める転換価額で除

した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わ

ない。

新株予約権の行使時の払

込金額

１　本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債と

し、出資される財産の価額は、当該本新株予約権に係る本社債の金額と同額とする。

 ２　転換価額

 転換価額は、当初2,472円とするが、条件決定日に先立つ20連続取引日（終値のない日

数を除く。）における東証終値の平均値と条件決定日の直前取引日における東証終値の

90％に相当する金額のいずれか高い金額の１円未満の端数を切り上げた金額が、2,472

円を上回る場合には、当該金額とする。但し、転換価額は本欄第３項の規定に従って調

整される。

 ３　転換価額の調整

 ①　当社は、当社が本新株予約権付社債の発行後、下記②に掲げる各事由により当社の普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算

式（以下「新株発行等による転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整す

る。

 
 

    
既発行株式数＋

新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
　

 ②　新株発行等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及び調整後転換価

額の適用時期については、次に定めるところによる。

 (ⅰ)　下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行

し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を

含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行

使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を

請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、当社の譲渡制限付

株式報酬制度に基づき当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、

株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

 調整後転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日

とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若し

くは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。

 (ⅱ)　株式の分割により普通株式を発行する場合

 調整後転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。
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 (ⅲ)　下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定め

のある取得請求権付株式又は下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。）（但し、第11回新株予約権を除く。）を発行又は付与する場合（無償

割当てによる場合を含む。但し、ストックオプション制度に基づき新株予約権を

交付する場合を除く。）

 調整後転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の

全部が当初の条件で行使されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式

を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生

日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

 (ⅳ)　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の取得と引換えに下記⑥(ⅱ)に定める時価を下回る価額

をもって当社普通株式を交付する場合

 調整後転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）に関して、当該調整前に本項③による行使価額

の調整が行われている場合には、調整後行使価額は、当該調整を考慮して算出す

るものとする。

 (ⅴ)　上記(ⅰ)乃至(ⅲ)の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基

準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときに

は、上記(ⅰ)乃至(ⅲ)にかかわらず、調整後転換価額は、当該承認があった日の

翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認が

あった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算

出方法により、当社普通株式を交付する。

 
 

株式数＝

（調整前転換価額－調整後転換価額）×
調整前転換価額により当該期
間内に交付された株式数

調整後転換価額
　

 この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

 ③　当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記④に定める特別配当の支払いを実施する

場合には、次に定める算式（以下、新株発行等による転換価額調整式と併せて「転換

価額調整式」と総称する。）をもって転換価額を調整する。

 
 

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価－１株当たりの特別配当

時価
　

 「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最

終の基準日における各本社債の金額（金12,500,000円）当たりの本新株予約権の目的

となる株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、円位未

満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 ④(ⅰ)　「特別配当」とは、2030年10月21日までの間に終了する各事業年度内に到来する

配当に係る各基準日における、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会社法

第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭も含む。金銭以外の財産を配

当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とす

る。）の額に当該基準日時点における各本社債の金額（金12,500,000円）当たり

の本新株予約権の目的である株式の数を乗じて得た金額の当該事業年度における

累計額（当社が当社の事業年度を変更した場合には、新株予約権者と協議の上合

理的に修正された金額）をいう。

 (ⅱ)　特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る

会社法第454条又は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の

翌月１日以降これを適用する。
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 ⑤　転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未

満にとどまる場合は、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必

要とする事由が発生し、転換価額を調整する場合には、転換価額調整式中の調整前転

換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

 ⑥(ⅰ)　転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を四捨五入する。

 (ⅱ)　転換価額調整式で使用する時価は、調整後転換価額が初めて適用される日（但

し、上記②(ⅴ)の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値の

ない日数を除く。）の東証終値の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円

位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 (ⅲ)　転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与える

ための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後転

換価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式の総数

から、当該日において当社の保有する当社普通株式数を控除した数とする。ま

た、上記②(ⅱ)の場合には、転換価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、

基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を

含まないものとする。

 ⑦　上記②記載の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社

は、本新株予約権付社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を

行う。

 (ⅰ)　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために転換

価額の調整を必要とするとき。

 (ⅱ)　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生に

より転換価額の調整を必要とするとき。

 (ⅲ)　転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮す

る必要があるとき。

 ⑧　転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後転換価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権付社債権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前転換価

額、調整後転換価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、

上記②(ⅴ)に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができな

い場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

金500,000,000円（本有価証券届出書提出日現在における見込額である。実際の発行価額の

総額は条件決定日に確定するため、本有価証券届出書提出日現在における見込額とは異なる

可能性がある。）

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格（会社法

上の本新株予約権の行使に際してする出資の目的となる財産の１株当たりの価額）は、

行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総額を、別記「新株予約権の目的となる

株式の数」欄記載の本新株予約権の目的である株式の数で除して得られる金額となる。

 ２　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加す

る資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 2025年10月24日から2030年10月21日までとする。但し、以下の期間については、本新株予約

権を行使することができない。

 １　当社普通株式に係る株主確定日、その前銀行営業日及び前々銀行営業日

 ２　株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日

 ３　当社が、別記「償還の方法」欄第２項第(2)号又は第(3)号に基づき本社債を繰上償還す

る場合は、償還日の前銀行営業日以降

 ４　当社が、上記「（注）２．期限の利益喪失に関する特約」に基づき本社債につき期限の

利益を喪失した場合には、期限の利益を喪失した時以降
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新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１　新株予約権の行使請求受付場所

ブルーイノベーション株式会社　経営管理本部　経理法務部

２　新株予約権の行使請求取次場所

 該当事項はありません。

 ３　新株予約権の行使に関する払込取扱場所

 該当事項はありません。

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

該当事項はありません。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

該当事項はありません。

本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより本社債又は本

新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、出

資される財産の価額は、当該本新株予約権に係る本社債の金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

該当事項はありません。

　（注）１．本社債に付された本新株予約権の数

各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計40個の本新株予約権を発行する。

２．本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権を行使する場合、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の行使期間中に別記「新株予約権の

行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要

な事項を通知するものとする。

(2) 本新株予約権の行使請求の効力は、別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知が行われた日に発生する。

(3) 上記(1)及び(2)に従い行使請求が行われた場合、その後これを撤回することができない。

３．株式の交付方法

当社は、行使請求の効力発生後、当該行使請求に係る本新株予約権付社債権者に対し、当該本新株予約権付

社債権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録又は自

己株式の当社名義からの振替を行うことにより株式を交付する。

４．新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない点について

本新株予約権付社債の転換に際しては、当該転換に係る本新株予約権付社債の社債部分が出資され、かかる

転換に際して追加で金銭の払込みを行うことは不要である。なお、当該転換によって交付される当社普通株

式の数は、転換に係る本社債の払込金額の総額を転換価額で除した数となる。また、本新株予約権は、転換

社債型新株予約権付社債に付されたものであり、本社債からの分離譲渡はできず、かつ本新株予約権の行使

に際して当該本新株予約権に係る本社債が出資され、本社債と本新株予約権が相互に密接に関係することを

考慮し、また、本新株予約権の価値と、本社債の利率、繰上償還及び発行価額等のその他の発行条件により

当社が得られる経済的価値とを勘案して、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととした。

５．本新株予約権の行使に関するその他の合意事項

当社は、SCI投資事業有限責任組合との間で2025年10月23日付で締結する予定の、本新株予約権付社債及び

本新株予約権に係る第三者割当契約（以下「本第三者割当契約」という。）において、SCI投資事業有限責

任組合は、払込期日から180日間は、当社の事前の同意なく本新株予約権付社債の転換を請求しないものと

する旨が定められる予定である。

 

５【新株予約権付社債の引受け及び新株予約権付社債管理の委託】

　該当事項はありません。
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６【新規発行新株予約権証券（第11回新株予約権）】

（１）【募集の条件】

発行数 2,100個（新株予約権１個につき100株）

発行価額の総額
金3,891,300円（本有価証券届出書提出日現在における見込額であり、新株予約権１個あた

りの発行価額に2,100を乗じた金額とする。）

発行価格

本新株予約権１個当たり1,853円（本新株予約権の目的である株式１株当たり18.53円）とす

るが、条件決定日において、「第３　第三者割当の場合の特記事項　３　発行条件に関する

事項　(1)発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方　③　本新株予約権」

に定める方法と同様の方法で算定された本新株予約権１個あたりの払込金額が1,853円を上

回る場合には、条件決定日における算定結果に基づき決定される金額を１個あたりの払込金

額とする。

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 2025年10月23日（木）

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所 ブルーイノベーション株式会社　経営管理本部　経理法務部

払込期日 2025年10月23日（木）

割当日 2025年10月23日（木）

払込取扱場所 株式会社三菱ＵＦＪ銀行　西池袋支店

　（注）１．第11回新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の発行については、2025年９月26日（金）開催の

当社取締役会決議によるものであります。

２．申込み及び払込みの方法は、当社及びSCI投資事業有限責任組合との間で本第三者割当契約を締結し、払込

期日までに上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

３．本有価証券届出書の効力発生後、払込期日までにSCI投資事業有限責任組合との間で本第三者割当契約を締

結しない場合は、本新株予約権に係る割当は行われないこととなります。

４．本新株予約権の募集は、第三者割当の方法によります。

５．本新株予約権証券の振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号
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（２）【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

完全議決権株式であり、株主としての権利内容に何らの限定のない当社の標準となる株式で

ある。なお、当社は１単元を100株とする単元株制度を採用している。

新株予約権の目的となる

株式の数

１　本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式210,000株とする（本

新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は100株と

する。）。但し、本欄第２項乃至第５項により割当株式数が調整される場合には、本新

株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

 ２　当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）

を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てる。

 調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

 ３　当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に従って行使価額（別記「新株

予約権の行使時の払込金額」欄第１項第(2)号に定義する。）の調整を行う場合（但

し、株式分割等を原因とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整さ

れる。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式におけ

る調整前行使価額及び調整後行使価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第

２項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

 
 

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
　

 ４　本欄に基づく調整において、調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記

「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整

に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

 ５　割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日まで

に、本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、か

かる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用

開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第２項第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うこ

とができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の払

込金額

１　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額

（下記第(2)号に定義する。）に割当株式数を乗じた額とする。

 (2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下

「行使価額」という。）は、当初2,472円とするが、条件決定日に先立つ20連続取引

日（終値のない日数を除く。）の東証終値の平均値と条件決定日の直前取引日におけ

る東証終値の90％に相当する金額のいずれか高い金額の１円未満の端数を切り上げた

金額が2,472円を上回る場合には、当該金額とする。

 ２　行使価額の調整

 (1) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算

式（以下「新株発行等による行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整す

る。

 
 

    
既発行株式数＋

新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
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 (2) 新株発行等による行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価

額の適用時期については、次に定めるところによる。

 ①　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行

し、又は当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分

を当社普通株式の「交付」という。）する場合（無償割当てによる場合を含む。）

（但し、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請

求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、当社の譲渡制限付株式報酬制度に

基づき当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付又は合併

により当社普通株式を交付する場合を除く。）

 調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と

し、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは

処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。

 ②　株式の分割により普通株式を発行する場合

 調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

 ③　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定

めのある取得請求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）（但し、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株

予約権を除く。）を発行又は付与する場合（無償割当てによる場合を含む。但し、

ストックオプション制度に基づき新株予約権を交付する場合を除く。）

 調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全

部が当初の条件で行使されたものとみなして新株発行等による行使価額調整式を適

用して算出するものとし、払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降こ

れを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合

には、その日の翌日以降これを適用する。

 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額

をもって当社普通株式を交付する場合

 調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）に関して、当該調整前に上記③による行使価額の調

整が行われている場合には、調整後行使価額は、当該調整を考慮して算出するもの

とする。

 ⑤　上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以

降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記

①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを

適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本

新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当

社普通株式を交付する。

 
 

株式数＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）×
調整前行使価額により当該期間
内に交付された株式数

調整後行使価額
　

 この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

 ⑥(ⅰ)　当社は、本新株予約権の発行後、下記(ⅱ)に定める特別配当の支払いを実施す

る場合には、次に定める算式（以下、新株発行等による行使価額調整式と併せ

て「行使価額調整式」と総称する。）をもって行使価額を調整する。

 
 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価－１株当たりの特別配当

時価
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 「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年

度の最終の基準日における本新株予約権１個当たりの目的となる株式の数で除

した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第２位

まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 (ⅱ)　「特別配当」とは、2030年10月23日までの間に終了する各事業年度内に到来す

る配当に係る各基準日における、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会

社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭も含む。金銭以外の財

産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の

額とする。）の額に当該基準日時点における本新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数を乗じて得た金額の当該事業年度における累計額（当社が当社の

事業年度を変更した場合には、新株予約権者と協議の上合理的に修正された金

額）をいう。

 (ⅲ)　特別配当による行使価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係

る会社法第454条又は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する

月の翌月１日以降これを適用する。

 (3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未

満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必

要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行

使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

 (4) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を四捨五入する。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但

し、上記第(2)号⑤の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終

値のない日数を除く。）の東証終値の平均値とする。この場合、平均値の計算

は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 ③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与える

ための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行

使価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式の総数

から、当該日において当社の保有する当社普通株式数を控除した数とする。ま

た、上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数

は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式

数を含まないものとする。

 (5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価

額の調整を必要とするとき。

 ②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生によ

り行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行

使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必

要があるとき。

 (6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第

(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

523,011,300円（本有価証券届出書提出日現在における見込額である。実際の払込金額（発

行価額）の総額は条件決定日に確定するため、本有価証券届出書提出日現在における見込額

とは異なる可能性がある。）

 別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項により、行使価額が調整された場合には、

上記株式の払込金額の総額は増加又は減少する。また、本新株予約権の権利行使期間内に行

使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、上記株式の払込

金額の総額は減少する。
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新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１　本新株予約権の行使により株式を交付する場合の株式１株の払込金額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求に係る各

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求に係る各本新株

予約権の払込金額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記

載の株式の数で除した額とする。

 ２　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加す

る資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 2025年10月24日から2030年10月23日までとする。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１　本新株予約権の行使請求受付場所

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

２　本新株予約権の行使請求取次場所

 該当事項はありません。

 ３　本新株予約権の行使請求の払込取扱場所

 株式会社三菱ＵＦＪ銀行　西池袋支店

 普通預金　1257162

 ブルーイノベーション株式会社

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

該当事項はありません。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

該当事項はありません。但し、本第三者割当契約において本新株予約権の譲渡の際に当社取

締役会の承認が必要である旨が定められる予定である。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

該当事項はありません。

　（注）１．本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権を行使する場合、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の本新株予約権を行使することがで

きる期間中に別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求受

付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。

(2) 本新株予約権を行使する場合、上記(1)の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の全額を現金にて別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」

欄に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が上記(2)に定める口座に入金された日に発生する。

(4) 上記(1)乃至(3)に従い行使請求が行われた場合、その後これを撤回することができない。

２．新株予約権証券の不発行及び社債、株式等の振替に関する法律の適用等

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。また、本新株予約権は、社債、株式等の振

替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規定の適用を受ける。本新株予約権

の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その

他の規則に従う。

３．本新株予約権の行使に関するその他の合意事項

当社は、割当予定先との間で2025年10月23日付で締結する予定の本第三者割当契約において、SCI投資事業有

限責任組合は、払込期日から180日間は、当社の事前の同意なく本新株予約権を行使しないものとする旨、及

び、SCI投資事業有限責任組合は、一定の場合に、当社に対して通知することにより、本新株予約権の取得を

請求することができ、かかる請求がなされた場合、当社は、本第三者割当契約に従い、本新株予約権を取得す

る旨が定められる予定である。具体的には、当社が発行する株式について、①本新株予約権付社債の発行要項

第11項第(2)号(ロ)①に定義する組織再編行為が当社の株主総会で承認された場合において、本新株予約権付

社債の発行要項第11項第(2)号(ロ)①に定義する承継会社等の普通株式がいずれの金融商品取引所にも上場さ

れない場合、②本新株予約権付社債の発行要項第11項第(2)号(ロ)②に定義する公開買付けがなされた場合、

③本新株予約権付社債の発行要項第11項第(2)号(ロ)③に定義する上場廃止事由等が生じた若しくは生じる合

理的な見込みがある場合若しくは東京証券取引所による監理銘柄への指定がなされた若しくはなされる合理的
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な見込みがある場合、④本新株予約権付社債の発行要項第11項第(2)号(ロ)④に定義する支配権変動事由が生

じた場合、⑤本新株予約権付社債の発行要項第11項第(2)号(ロ)⑤に定義するスクイーズアウト事由が生じた

場合、又は⑥本新株予約権付社債の発行要項第11項第(2)号(ロ)⑥に定義する財務制限条項抵触事由が生じた

場合であって、第６条第４項に規定する改善計画が同項に従い提出されず、若しくは財務制限条項抵触事由が

生じた日を含む事業年度の翌事業年度において財務制限条項抵触事由が解消しなかった場合をいう。

 

 

（３）【新株予約権証券の引受け】

　該当事項はありません。
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７【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,222,996,100 16,000,000 1,206,996,100

　（注）１．払込金額の総額は、本新株式の発行価額の総額（199,984,800円）に、本新株予約権付社債の発行価額の総

額（500,000,000円）、本新株予約権の発行価額の総額（3,891,300円）及び本新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額の合計額（519,120,000円）を合算した金額であります。

２．本新株予約権付社債の発行価額の総額及び本新株予約権の発行価額の総額は、本有価証券届出書提出日現在

における見込額です。実際の発行価額の総額は、条件決定日に決定されます。

３．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

４．本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合又は当社が本新株予約権を消却した場合には、払込金額

の総額及び差引手取概算額は減少する可能性があります。

５．発行諸費用の概算額の内訳は、有価証券届出書等の書類作成費用、弁護士費用、その他諸費用であります。

 

（２）【手取金の使途】

　本新株式の発行、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行並びにSCI投資事業有限責任組合による本新

株予約権の行使によって調達する資金の額は、上記のとおり合計1,206百万円となる予定であり、調達する資

金の具体的な使途については、以下のとおり予定しております。

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期

①　研究開発費 600 2025年10月～2029年９月

②　マーケティング費 200 2025年10月～2029年９月

③　M&A待機資金 406 2025年10月～2029年９月

合計 1,206 －

　（注）１．上記使途の調達資金を実際に支出するまでは、当該資金は銀行預金等の安全な運用方法で管理いたします。

２．実際に調達した資金は、上記具体的な資金使途の支払が発生した順に応じて充当いたしますが、優先順位と

しては②、③、①の順となります。

３．本新株式及び本新株予約権付社債により調達した金額を②及び③の全額並びに①に充当し、本新株予約権に

より調達した金額を①の残額に充当いたします。

 

　本資金調達は、成長投資の加速を目的とするものです。当社の2025年６月末時点における現預金残高は590

百万円であり、通常の運転資金需要には十分対応可能な水準にあります。一方で、下記の成長投資を計画して

おり、これらを自己資金のみで全て賄うことは困難であります。

　そこで、本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行により必要資金を調達し、成長投資を着実

に実行することを企図しています。これにより、2027年度の営業黒字化を含む中期的な成長戦略の実現を確実

なものとしてまいります。

　なお、追加の資金調達や借入れは現時点では想定しておらず、仮に本新株予約権の行使状況により想定どお

りの資金調達ができなかった場合には、①に充当する金額を減額するか、又は手元資金を充当することで対応

する予定です。

 

（本資本業務提携（※１）の概要）

※１：当社が、2025年９月26日開催の取締役会において決議した、当社及びいであの間での資本業務提携

１．本資本業務提携の理由

　国内の公共インフラ（港湾、ダム、道路、橋梁、トンネル、上下水道等）の多くは高度経済成長期に整

備された資産が多く、老朽化に伴う点検・維持管理の負担が増す中、現場では、危険作業の低減、熟練ノ

ウハウの属人化の解消、限られた人員での高頻度点検、そして災害時の迅速な状況把握と情報共有が同時

に求められています。こうした社会課題に対し、当社といであは、それぞれの強みを活かした解決策の社

会実装を目的として、2024年12月20日付で、公共インフラの点検、防災、物資輸送等の分野における戦略

的業務提携に関する覚書（MOU）を締結し、共同検討を開始しました。

　その後、2025年１月28日に埼玉県八潮市道路陥没事故が発生し、下水道管の老朽化問題が一段と社会的

関心を集めました。国土交通省は2025年３月18日付で、同種事故の未然防止の観点から、内径２m以上か

つ1994年度以前に設置・改築された管路、約5,000kmを対象とする全国特別重点調査の実施を地方公共団

体に要請し、2024年度予算の予備費から約99億円の支出が閣議決定されています。加えて、政府は、2023

年７月28日に国土強靭化基本計画を閣議決定し、防災インフラの整備・管理の強化、ライフラインの強靭
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化、デジタル・新技術の活用等に対して、2026年からの５年間で約20兆円の投資を計画しています。公共

インフラ全般の老朽化対策におけるこれらの政策動向を踏まえ、ドローン／ロボティクスは、点検・監

視・輸送・情報共有の各局面において有効な技術手段として、導入機運が一層高まっています。

　当社は、複数自治体と連携し、公共インフラ領域でドローン点検技術の実証を継続しており、安全性や

作業時間の短縮といった実用面に加え、飛行の安定性や３D可視化による判断支援などの技術面でも成果

を確認しています。当社は、複数のドローンやロボット、各種デバイスを遠隔・目視外で統合制御・連携

するBlue Earth Platform®（BEP）と、国際標準（ISO5491）に準拠したドローンポートシステム（BEP

ポート※１）を中核に、水域・陸域・空域をシームレスにつなぐアーキテクチャを磨いてきました。いで

あは、環境・防災・社会基盤整備に関する総合コンサルティングの知見を有し、企画・調査・評価から設

計・維持管理までの一貫対応力を備えています。両社の強みを統合することで、社会インフラの安全性や

点検・維持管理の効率性の向上、災害時の迅速な対応といった公共的な価値を最大化するソリューション

の実現を目指しております。今後、共同での実証実験を通じて、こうしたソリューションを実運用レベル

で提供できる体制の構築を進めてまいります。

　こうした外部環境の変化及び社会的要請、並びに両社の実証成果を踏まえ、プロダクト開発・実装のス

ピードと案件形成力をさらに高めるべく、当社はいであと資本関係を構築し、業務提携を一段深い段階に

進めることが最適と判断しました。本資本業務提携を通じて、(1)公共インフラ向けドローン点検ソ

リューションの共同開発・提供、(2)BEPポートを活用した遠隔点検・監視の共同提供、(3)水域・空域・

陸域を統合した自動点検システムの共同開発・提供を重点テーマとして推進します。両社は共同で計画立

案・実証・社会実装までを一気通貫で担える推進体制を整備し、公共インフラの効率的な維持管理、災害

時の迅速対応、そして安全・安心な社会の持続的発展に貢献してまいります。

※１：BEPポートとは、当社が開発したドローンポートシステムで、ドローンポートシステムの設備要件

に関する国際標準規格（ISO5491）に準拠したドローンポート情報管理システムを内包しておりま

す。

 

２．本資本業務提携の内容

(1) 資本提携の内容

　当社は、本新株式発行により、いであに対して、約２億円相当の当社普通株式80,900株（2025年６月

30日現在の自己株式を除く発行済株式総数3,939,051株に対する希薄化率2.05％）を割り当てます。本

資本業務提携により当社及びいであの協力体制を構築し、事業の推進をより確実なものにすること及び

当社の重点領域（点検・防災・物流）における共同事業の推進基盤を強化することを目的にしていま

す。本資本業務提携を実施することは、中長期的な視点から今後の当社の企業価値、株主価値の向上に

繋がり、既存株主の利益にも資するものと判断しております。また、いであは原則として本新株式を中

長期的に保有する方針であります。

 

(2) 業務提携の内容

ア．概要

　いであは、環境現況の把握、環境アセスメント・計画、現象解析、保全・再生・創造等に関する環

境コンサルタント事業、及び河川・港湾・空港・海岸、道路・橋梁等の整備・保全、防災・減災対

策・災害復旧に関わる建設コンサルタント事業を中核に、情報システムや海外事業も含め、企画調査

から分析・解析、予測・評価、計画・設計、維持管理まで一貫対応できる体制を有しております。中

期経営計画では、新規事業創出とIoT・ロボット・AIの利活用を重点課題に掲げ、「防災・減災、イ

ンフラ老朽化対策、脱酸素（再生可能エネルギー・ブルーカーボン等）へ注力しています。

　一方、当社は、複数のドローンやロボット、各種デバイスを遠隔・目視外で統合制御・連携できる

「Blue Earth Platform®（BEP）」を軸に、現場の安全化・効率化・低コスト化に資する点検ソ

リューションを提供しています。2016年から国土交通省・東京大学と「ドローン離発着場（ドローン

ポート）」の共同研究に取り組み、BEPポートの開発・実装を進めてきました。近年の災害対応にお

いても、ポートを活用した広報・監視・連絡の仕組みを実地に運用し、平時・非常時をまたぐ運用知

見を蓄積しています。

　両社はこれらの強みを統合し、以下の重点テーマを中心に共創します。いずれも企画・実証・社会

実装までを視野に一体で推進してまいります。

①　公共インフラ向けドローン点検ソリューションの共同開発・提供

　橋梁・河川・ダム・港湾構造物等の高経年化資産を対象に、現場要件に応じた点検ワークフロー

を整備。いであの診断・評価の知見と、ドローン及び当社のBEPに基づくデータ取得・統合・可視

化を組み合わせ、安全性・網羅性・継続性の高い点検サイクルを構築します。

 

②　ドローンポート（BEPポート）を活用した遠隔点検・監視ソリューションの共同開発・提供
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　平時は定期点検・巡視、非常時は初動対応・情報収集に活用可能な常設ポート運用を想定。いで

あの社会基盤計画・運用設計の知見と、当社のポート運用・統合制御を組み合わせ、人手を増やさ

ずに運用頻度を高める仕組みを構築します。将来的な自動運航・多拠点連携も視野に、仕様の標準

化・拡張性を確保します。

 

③　水域・空域・陸域を統合した自動点検システムの共同開発・提供

　水上・水中、空中、地上のセンサー／ロボティクスをBEPで連携し、対象インフラの特性に応じ

て最適なデータ取得・解析を行うシームレス点検を探求。いであの計画・評価フレームに、当社の

データ統合・可視化・運用制御を重ね、現場の意思決定を迅速化します。

 

④　共同案件形成・実装プロセスの整備

　政策・自治体・民間の各領域で、案件の要件定義、実証計画、仕様策定、運用設計、効果検証ま

でを共同で標準化。入札・提案における役割分担を明確化し、品質・安全・情報セキュリティの管

理に関する共通ルールを整えます。

 

⑤　データ利活用と価値創造

　点検・監視で取得するデータは、関連法令・ガイドライン・契約に沿って適切に取り扱い、発注

者の資産としての保全を前提に、経年的な比較や傾向分析に資する再利用性・相互運用性を確保し

ます。両社は、データの品質・整合性を担保するための手順を共同で定めます。

 

イ．推進体制とガバナンス

　両社は、経営層と実務責任者からなる協業推進委員会を設置し、KPI（抽象指標：案件形成・運用

性・安全性・効率性など）に基づくレビューを実施します。知的財産・ノウハウの取扱い、成果物の

帰属、再許諾の在り方等は、個別契約に従い適切に整理します。リスク管理（安全・品質・情報セ

キュリティ・コンプライアンス）については、共通の管理基準を定め、改善サイクルを回します。

 

ウ．期待される効果

　本資本業務提携により期待される効果は以下のとおりです。

・点検・保守の効率化（頻度・網羅性・コスト面の改善）

・危険作業の低減と作業品質の平準化

・災害時の迅速な情報収集・共有と初動対応の高度化

・継続的なデータ蓄積に基づく計画的維持管理への移行

・発注者・生活者に対する安全・安心の向上と社会的価値の最大化

 

３．本資本業務提携の相手先の概要

　本資本業務提携の相手先であるいであの概要は、後記「第３　第三者割当の場合の特記事項　１　割当

予定先の状況　(1)割当予定先　①　いであ　ａ.割当予定先の概要」をご参照ください。

 

４．日程

(1) 本資本業務提携及び本新株式発行に関する取締役会決議日 2025年９月26日

(2) 本資本業務提携及び本新株式発行に関する契約締結日 2025年９月26日

(3) 本新株式発行の払込期日及び本資本業務提携の開始日 2025年10月15日
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（募集の目的及び理由）

　本新株式発行については、上記「（本資本業務提携（※１）の概要）　１．本資本業務提携の理由」に記載

のとおり、当社といであとの間の業務提携と併せて実施するものであり、公共インフラの老朽化や防災分野で

のニーズ拡大を背景に、両社の協力体制を強化し、共同開発テーマの推進を着実に進めるため、成長投資資金

を調達することを目的としております。

　本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行の目的及び理由については、以下のとおりです。

　当社は「自律分散型の社会インフラを支える、ロボット・システムのプラットフォーマー」をビジョンに掲

げ、複数の自律移動ロボット（ドローン、AGV等）や各種デバイスを遠隔・目視外で統合制御するBlue Earth

Platform®（BEP）を中核に、点検・防災・物流の各領域で社会実装を進めております。足元では、インフラ高

経年化と自然災害の多発・激甚化を背景に、安全性の確保、運用効率化、省力化に資するソリューションへの

需要が一段と高まっており、当該領域は当社の重点成長ドメインです。

　本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行は、上記「（本資本業務提携（※１）の概要）　１．本資本業

務提携の理由」に記載している、いであとの資本業務提携と一体的に実施するものです。両社の協力体制を財

務面からも強化することで、社会課題の解決に直結する共同ソリューションの開発スピードと実装力を高め、

事業推進をより確実にすることを目的としています。

①　資金調達の目的（成長投資の加速）

　本資金調達は、成長投資の加速を目的とするものです。当社の2025年６月末時点における現預金残高は

590百万円であり、通常の運転資金需要には十分対応可能な水準にあります。一方で、下記の成長投資を計

画しており、これらを自己資金のみで全て賄うことは困難であります。

　そこで、本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行により必要資金を調達し、成長投資を着

実に実行することを企図しています。これにより、2025年対比で30％から40％程度の売上高の年平均成長率

（CAGR）及び2027年度の営業黒字化を含む中期的な成長戦略の実現を確実なものとしてまいります。

　今回の調達資金は、主として以下に充当します。

・研究開発の強化：BEPを中核とする各ソリューション群における機能拡張、接続性向上、対応領域の拡大

（将来の規格対応・海外展開も視野）。実運用からのフィードバックを適時反映し、実用性・信頼性の高

度化を図ります。

・運用サービスの拡大と提供体制の強化：需要増に即応する運用オペレーションを確立するため、人材・ケ

イパビリティの獲得（必要に応じた近接領域のM&Aを含む）を進め、フロー型事業の拡大とストック型収

益（レンタル・ソフトウェア・保守等）の比率向上を同時に目指します。

・市場浸透の加速：官公庁・自治体・民間向けのB2B市場において、展示会・イベント・オンライン施策等

の最適配分と、価値を分かりやすく伝える各種コンテンツ整備により、認知→商談→受注のファネルを強

化します。

　当社は、2027年度の営業黒字化を経営目標として掲げており、以降はドローンポート・ソリューションを

中心に事業規模と収益性の拡大を目指します。調達資金は、このような中期計画を実行するための成長投資

として位置付けます。

 

②　本スキームを選択した理由

　本スキームは、①本資本業務提携と一体で実施することにより研究開発・運用体制強化・市場浸透を機動

的に前進できること、②発行時期・金額・転換（行使）タイミングの柔軟性を確保し、資本効率と財務健全

性の両立に資すること、③SCIから事業開発・提携先紹介・IR支援等のバリューアップ機能を取り込め、希

薄化以上の成長効果を期待できることを、総合的に勘案して選択したものです。なお、他の調達手段も検討

したうえで、本スキームがスピード・柔軟性・シナジーの観点で最適と判断しました。

 

③　SCIとの協働による効果

　SCIは、資本市場・企業価値向上の知見を有し、当社の中長期戦略に対する理解を有するパートナーで

す。資金提供にとどまらず、事業開発、業務提携先の紹介、IR支援等の面で協働し、持続的な企業価値向上

を図ります。これにより、当社が目指す「社会実装のスピードアップ」と「収益基盤の強化」を同時に進め

ます。
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④　希薄化に対する考え方（売却方針を含む）

　市場環境によっては、転換・行使が一時点に集中する可能性は否定できませんが、SCIとの事前協議によ

り、当社との資本・業務提携を通じて事業シナジーが見込める企業への譲渡を基本方針としています。これ

により、市場での一括売却による株価下落圧力を可能な限り抑制し、既存株主への影響最小化に配慮しま

す。必要性・相当性については、当社の成長投資計画、ガバナンス体制、資本政策との整合性から合理性が

あると判断しています。

 

⑤　資金使途のガバナンス（モニタリング）

　調達資金は、取締役会の監督の下、投資審査及び進捗モニタリングのプロセスを設け、使途別KPI（抽象

指標：接続性・対応領域・運用提供体制・商談創出等）に基づき四半期単位で点検します。主要な進捗は、

適時開示等を通じて可能な範囲で情報提供します。

 

　本第三者割当に係る調達額の内訳・使途の詳細は、下記「（手取金の具体的な使途）」にて記載していると

おりです。また、本日付けで公開する本第三者割当に係る補足説明資料・説明動画もご参照ください（なお、

補足説明資料・説明動画は、本プレスリリースの記載内容を要約して説明するものです。）。

 

（手取金の具体的な使途）

　本資金調達は、成長投資の加速を目的とするものです。当社の2025年６月末時点における現預金残高は590

百万円であり、通常の運転資金需要には十分対応可能な水準にあります。一方で、下記の成長投資を計画して

おり、これらを自己資金のみで全て賄うことは困難であります。

　そこで、本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行により必要資金を調達し、成長投資を着実

に実行することを企図しています。これにより、2027年度の営業黒字化を含む中期的な成長戦略の実現を確実

なものとしてまいります。

①　研究開発費（総額600百万円）

　当社はBlue Earth Platform®（BEP）を中核に、点検・防災・物流の社会実装を進めています。本研究開

発費は、ソリューション群全体に共通する機能拡張・接続性向上・対応領域の拡大に投じ、現場起点の改善

を継続します。具体的には次の観点で進めます。

・BEPライン（送電線点検）：多様な運用環境（地形・気象・構造・通信条件の違い等）に耐える対応プ

ラットフォームの拡充と主要モジュールの最適化。実運用フィードバックを速やかに反映し、実用性・信

頼性を強化（海外展開も視野）。

・BEPサーベイランス（自動巡回点検）：各種モビリティ（例：AGV等）への対応拡張とアーキテクチャ改善

により、現場要件の幅に応える柔軟性を確保。将来の規格・業界標準への対応可能性も見据えた拡張性・

相互運用性を高めます。

・BEPポート（ドローンポートシステム）：平時の定期運用と非常時の初動対応を想定し、機能拡張・接続

性強化・対応デバイス拡大を推進。社会インフラとの連携基盤を整え、運用頻度と安全性の両立を図りま

す。

・BEPインスペクション（プラント点検）：点検用ロボティクス／センサーとの連携強化と、データ統合管

理との接続性向上により、可視化・分析の高度化を推進。現場の意思決定を支える一体的なサービス体験

を目指します。

・Blue Earth Platform®（横断）：ソリューション横断の統合運用前提で基盤を再整備し、スケーラビリ

ティ／セキュリティを強化。デバイス・ユーザー・データの統合管理を進め、新価値創出の足場を固めま

す。

期待効果：導入リードタイム短縮／運用安定性向上／対応領域の拡大／ライフサイクルコスト低減

 

②　マーケティング費（総額200百万円）

　官公庁・自治体・民間を対象としたB2B市場での認知～商談～受注の一連のファネルを強化します。

・需要創出と訴求力の強化：展示会・イベント・オンライン施策の最適配分、ソリューションの価値を直感

的に伝える各種コンテンツ整備（例：導入事例・運用イメージの可視化等）

・商談化の生産性向上：セグメント別課題に即した提案資材の標準化、営業・CSとの連携による受注転換の

底上げ

・公共調達（国や自治体が発注する契約）への対応力：発注前の要件定義や仕様策定の段階から、技術的知

見や実証データを提供する体制を強化し、新技術が適切に評価される入札機会を拡大

期待効果：リード獲得の増加／商談化率・受注転換率の改善／LTV（顧客生涯価値：顧客１人が生涯を通じ

てもたらす収益）の向上

 

③　M&A待機資金（総額406百万円）
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　需要拡大に即応できる運用体制の厚みを確保するため、運用・教育等の近接領域パートナーの獲得に向け

た投資を機動的に実施可能とするものです。

・対象イメージ：点検・災害対応の運用ケイパビリティを持つ事業、運用人材の育成・供給に強みを持つ事

業　等

・狙い：フロー型（運用サービス）の提供能力拡大と、リース・ソフト・保守等のストック型比率の向上を

両立し、収益の安定性を強化

・PMI（Post Merger Integration：資本提携・M&A後の統合作業）方針：品質・安全・情報セキュリティの

共通基準を前提に、オペレーションの早期統合と人材の定着／育成を重視

 

　実行にあたっては、法令・会計基準・ガバナンスを遵守し、スクリーニングからデューデリジェンス、PMI

までの標準プロセスを適用します。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

ロックアップについて

　当社は、本第三者割当契約において、本第三者割当契約の締結日以降、払込期日から12か月後の応当日までの間、

SCI投資事業有限責任組合の事前の書面又は電磁的方法による承諾を受けることなく、以下(ア)及び(イ)に記載する行

為を行わない旨を合意する予定です。

(ア)　当社普通株式若しくは当社のその他の種類の株式、当社普通株式若しくは当社のその他の種類の株式に転換若し

くは交換されうる有価証券、若しくは当社普通株式若しくは当社のその他の種類の株式を取得若しくは受領する

権利を表章する有価証券（以下「本証券」といいます。）に関する、発行、募集、貸付、売付若しくは売付契約

の締結、当社の株主による当社普通株式の売出し（金融商品取引法第２条第４項に定めるものをいい、証券会社

による引受けを伴うものに限ります。）について同意すること若しくはそのための機関決定を行うこと、又は当

社の指示により行為する法人若しくは個人に、上記行為を行わせること

(イ)　(ア)に記載する行為を行うことを企図していること、又はそれに同意することを、発表又は公表すること

　但し、①本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行並びに本新株予約権付社債の転換又は本新株予約権による当社

の株式の交付、②株式分割又は株式無償割当てに伴う当社の株式の交付、③本第三者割当契約の締結日現在残存してい

る新株予約権の行使による当社の株式の交付、④吸収分割、株式交換、株式交付及び合併に伴う当社の株式の交付、⑤

当社のストックオプション制度又は譲渡制限付株式報酬制度に基づく当社の新株予約権又は株式の発行又は交付、⑥会

社法第194条第３項に基づく自己株式の売り渡し、⑦当社が他の事業会社との間で行う事業上又は業務上の提携（既存

の提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含みます。）の一環として又はこれに関連して行う当該他の事業会社に対す

る本証券の発行又は交付は、上記(ア)及び(イ)で禁止される行為には当たらない旨が定められる予定です。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】

(1) 割当予定先

①　いであ

ａ. 割当予定先の概要

名称 いであ株式会社

本店の所在地 東京都世田谷区駒沢三丁目15番１号

直近の有価証券報告書等の提出日

有価証券報告書　事業年度　第57期

（自　2024年１月１日　至　2024年12月31日）

2025年３月27日関東財務局長に提出

半期報告書　事業年度　第58期中

（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

2025年８月４日関東財務局長に提出

 

ｂ. 提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引等の関係
公共インフラの点検、防災、物資輸送などの分野における戦略的業務提携に関す

る覚書（MOU）を締結しております。

　（注）　特記している場合を除き、本有価証券届出書提出日現在におけるものです。

 

②　SCI投資事業有限責任組合

ａ. 割当予定先の概要

名称 シンプレクス・キャピタル・PIPEs投資事業有限責任組合１号

所在地 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号

出資額 5,100,000,000円

組成目的 グロース市場等の国内上場企業に対する第三者割当による成長資金の投資

主たる出資者及びその出資比率
シンプレクス・キャピタル・インベストメント株式会社、株式会社地域経済活性

化支援機構、株式会社横浜銀行、株式会社静岡銀行、国内大手企業年金

業務執行組合員又はこれに類する者

に関する事項
 

名称
無限責任組合員

シンプレクス・キャピタル・インベストメント株式会社

本店の所在地 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　　水嶋　浩雅

資本金 １千万円

事業の内容

１.投資事業組合財産の運用及び管理

２.有価証券の取得、管理、保有及び処分

３.前各号に付帯又は関連する一切の事業

主たる出資者及び出資比率 株式会社シンプレクス・ファイナンシャル・ホールディングス　100％

　（注）　SCI投資事業有限責任組合の出資者の出資比率及び国内大手企業年金の名称については、顧客の守秘義務の観

点から非開示とするようSCI投資事業有限責任組合より要請されており、開示は控えさせていただきます。
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ｂ. 提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引等の関係 該当事項はありません。

 

ｃ. 提出者と割当予定先の業務執行組合員等との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引等の関係 該当事項はありません。

　（注）　特記している場合を除き、本有価証券届出書提出日現在におけるものです。

 

(2) 割当予定先の選定理由

　当社が割当予定先を選定した理由は、いであについては上記「第１　募集要項　７　新規発行による手取金の使

途　(2）手取金の使途　（本資本業務提携（※１）の概要）　１．本資本業務提携の理由」に記載のとおりであ

り、SCI投資事業有限責任組合については以下のとおりです。

　当社は、上記「７　新規発行による手取金の使途　(2）手取金の使途（募集の目的及び理由）」に記載のとお

り、研究開発の強化、運用サービスの拡大と提供体制の強化及び市場浸透の加速といった当社の中期計画を実行す

るための成長投資のための資金調達手法について、戦略的・中長期的な観点から2025年１月より検討を重ねてまい

りました。

　そのような中、エンゲージメント投資に定評があり、成長企業の事業支援に強みを持つSCIが運用するSCI投資事

業有限責任組合から、当社の成長ポテンシャル及び事業戦略に対する深い理解と長期的支援の意向を受け、2025年

５月20日より協議を開始いたしました。その後、協議を重ねた結果、当社の意向に合致する形で資金調達スキーム

に合意いたしました。

　同ファンドは、官民ファンドである株式会社地域経済活性化支援機構（REVIC）が出資する成長支援ファンドの

投資案件でもあり、信頼性があるとともに、地方に根差した成長意欲ある中堅・中小企業への投資を通じて、地域

経済の活性化と企業価値向上の双方を実現することを目的としています。当社のように、グロース市場等に上場す

る成長企業に対して、資本の提供のみならず、業務提携先の紹介やIR活動の支援等、事業・経営両面での中長期的

伴走支援を行う方針を有している点も、極めて親和性が高いと判断しました。

　これらを総合的に勘案し、当社は、SCI投資事業有限責任組合を本新株予約権付社債及び本新株予約権の割当予

定先として選定することを決定いたしました。今後、同ファンドとの連携を通じて、上述した成長投資をより一層

推進し、企業価値の持続的な向上を図ってまいります。

 

(3) 割り当てようとする株式の数

　本新株式の総数は80,900株であり、その全てがいであに割り当てられます。

　本新株予約権付社債の転換によって交付される株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当社が当社普通

株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の払込金額の総額を当該本新株予約権付社債に係る転換価額で除した

数とし、その全てがSCI投資事業有限責任組合に割り当てられます。ます。但し、行使により生じる１株未満の端

数は切り捨て、現金による調整は行いません。なお、本新株予約権付社債が当初転換価額で全て転換された場合に

交付される株式の総数は202,265株（本有価証券届出書提出日現在における見込数であり、当初転換価額を2,472円

と仮定した場合における交付株式数です。）です。

　本新株予約権の目的である株式の総数は210,000株であり、その全てがSCI投資事業有限責任組合に割り当てられ

ます（但し、別記「第１　募集要項　６　新規発行新株予約権証券（第11回新株予約権）　(2)新株予約権の内容

等」の「新株予約権の目的となる株式の数」の欄に記載のとおり、調整されることがあります。）。
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(4) 株券等の保有方針

　いであは、本資本業務提携の趣旨に鑑み、本第三者割当により取得する当社株式を原則として中長期的に保有す

る方針であることを口頭で確認しております。当社は、いであから、いであが払込期日から２年以内に本新株式の

全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対して書面により報告すること、当社が当該報告内容を東京

証券取引所に報告すること、及び当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得

する予定です。

　また、当社は、SCI投資事業有限責任組合が当社の中長期的な成長を期待し、当社の中長期的な企業価値の向上

と株式価値の最大化を目指すことで得られるキャピタルゲインを獲得すること（本新株予約権付社債を普通株式に

転換し、また、本新株予約権を行使した上で売却する際における投資資金の回収）を目的としているため、本新株

予約権付社債及び本新株予約権を割当後短期的な期間内に第三者に譲渡することはない方針である旨、並びに本新

株予約権付社債の転換又は本新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式の将来的な売却につい

ても、市場での売却を否定するものではないものの、当社の事業成長や資本政策に資する戦略的な相手先及び機関

投資家等への譲渡を基本としている旨の説明を口頭にて受けております。但し、本新株予約権付社債の転換又は本

新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式については、当社グループの業績及び配当状況、市

場動向等を勘案しつつ売却する方針です。

　また、上記「第１　募集要項　４　新規発行新株予約権付社債（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債）　

（新株予約権付社債に関する事項）　（注）５．本新株予約権の行使に関するその他の合意事項」に記載のとお

り、本新株予約権付社債の発行日から180日間は、原則として、割当予定先は本新株予約権付社債の転換を請求で

きず、また、上記「第１　募集要項　６　新規発行新株予約権証券（第11回新株予約権）　(2)新株予約権の内容

等　（注）３．本新株予約権の行使に関するその他の合意事項」に記載のとおり、本新株予約権の発行日から180

日間は、原則として、割当予定先は本新株予約権を行使できないことを合意する予定です。

　なお、当社と、SCI投資事業有限責任組合が締結する本第三者割当契約における制限として、SCI投資事業有限責

任組合が本新株予約権付社債及び本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議による当社の承

認を要する旨を合意する予定です。

 

(5) 払込みに要する資金等の状況

　当社は、割当予定先であるいであについて、いであが2025年８月４日付で関東財務局長宛に提出した第58期半期

報告書における中間連結貸借対照表を確認した結果、本新株式の払込みのために必要かつ十分な現金及び預金を保

有していることを確認しております。

　当社は、SCI投資事業有限責任組合について、本日現在において本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行に

係る払込みのために必要かつ十分な資金を保有してはいないものの、SCI投資事業有限責任組合に係る投資事業有

限責任組合契約書の写しを確認することにより、各出資者とSCI投資事業有限責任組合との間で、SCI投資事業有限

責任組合において資金が必要なときに無限責任組合員であるシンプレクス・キャピタル・インベストメントが行う

キャピタルコールに応じ、各出資者がSCI投資事業有限責任組合に対する出資を行う旨の約束がある旨を確認する

ことで、SCI投資事業有限責任組合は、払込期日までに各出資者から本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行

に係る払込みのために必要かつ十分な資金を確保する見込みがあることを確認しております。

　また、シンプレクス・キャピタル・インベストメントへのヒアリング等を通じて、SCI投資事業有限責任組合の

各出資者がキャピタルコールに応じてSCI投資事業有限責任組合に対して出資を行う意思があることを確認してお

り、キャピタルコールに対応する、各出資者のSCI投資事業有限責任組合に対する出資の履行の意思及び出資の能

力に問題がないことを確認しております。

　なお、当社とSCI投資事業有限責任組合との間で締結する本第三者割当契約において、SCI投資事業有限責任組合

から、払込期日において、SCI投資事業有限責任組合が払込みに要する十分な現金を有する旨の表明及び保証を得

ます。

 

(6) 割当予定先の実態

①　いであ

　いであは東京証券取引所スタンダード市場に上場しており、当社は、同社が同取引所に提出したコーポレー

ト・ガバナンスに関する報告書（最終更新日、2025年３月27日）において、反社会的勢力及び団体とは決して関

わりをもたず、また、不当な要求に対しては毅然とした対応をとることを明示しており、反社会勢力には総務部

が対応部門となり、不当要求等の情報を収集し、所轄警察署との連携を図っており、社内研修についても適宜実

施することとされていること、さらに、「反社会的勢力調査規程」を定め、取引先、株主、役員、従業員等、関

わりをもつ全ての個人、団体を対象として、反社会的勢力に該当するかどうかについて調査をすることとされて

いることを確認しています。当社は、当該記載に基づき、いであは反社会的勢力と関係がないと判断しました。
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②　SCI投資事業有限責任組合

　当社は、SCI投資事業有限責任組合との間で締結する本第三者割当契約において、SCI投資事業有限責任組合か

ら、SCI投資事業有限責任組合及びその主な出資者が反社会的勢力ではなく、又は反社会的勢力と何らの関係な

い旨の表明保証を受けております。さらに、SCI投資事業有限責任組合及びその組合員について、反社会的勢力

であるか否か、並びにSCI投資事業有限責任組合及びその組合員が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか

否かについて、独自に専門の第三者調査機関であるリスクプロ株式会社（代表取締役：小板橋仁、住所：東京都

千代田区九段南二丁目３番14号　靖国九段南ビル２階）に調査を依頼し、2025年８月26日に調査報告書を受領い

たしました。同社からは、各種公開情報、公簿、デスクトップサーチ及び独自データベースで照会を行ったとの

報告を受けております。当該調査報告書において、SCI投資事業有限責任組合若しくはその組合員が反社会的勢

力である、又はSCI投資事業有限責任組合若しくはその組合員が反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の

報告はありませんでした。以上により、当社は、SCI投資事業有限責任組合並びにその組合員及び主な出資者が

反社会的勢力と一切の関係がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しております。なお、

SCIは、SCI投資事業有限責任組合が保有する株券等について、株主としての権利行使を行う権限若しくはその指

図権限又は投資権限を実質的に有しております。

 

２【株券等の譲渡制限】

　本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権には譲渡制限は付されていません。但し、SCI投資事業有限責任

組合との間で締結する本第三者割当契約において、本新株予約権付社債及び本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会

の承認が必要である旨が定められる予定です。

 

３【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

①　本新株式

　払込金額につきましては、発行決議日の直前取引日に先立つ20取引日における東証終値の平均値と、発行決議

日の直前取引日における東証終値の90％に相当する金額のいずれか高い金額を採用するという基準をいであとの

間で合意しておりましたが、発行決議日の直前取引日における東証終値（2,233円）に基づき、最終的には発行

決議日の直前取引日に先立つ20取引日における東証終値の平均値である2,472円としております。当該基準につ

いては、特定の一時点を基準にするより、一定期間の平均株価という平準化された値を採用することで、一時的

な株価変動の影響等特殊要因を排除することができ、算定根拠として客観性が高く合理的だと考えたため、20取

引日における平均値を基本線としつつ、直近の株価との乖離が大きくなり過ぎることを回避する、という観点か

ら設定しておりました。かかる基準を踏まえて決定された払込金額は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取

扱いに関する指針」に準拠して決定されたものであり、特に有利な払込金額に該当しないものと判断しておりま

す。

　なお、当該払込金額2,472円につきましては、発行決議日の直前取引日の当社普通株式の終値である2,233円に

対し10.70％のプレミアム（小数点以下第３位を四捨五入。以下、株価に対するプレミアム率の数値の計算につ

いて同様に計算しております。）、発行決議日の直前取引日までの直近３か月間の当社普通株式の終値の平均値

2,301円（小数点以下を四捨五入。以下、平均株価の計算について同様に計算しております。）に対し7.43％の

プレミアム、同直近６か月間の当社普通株式の終値の平均値1,720円に対し43.72％のプレミアムとなります。

　また、当社監査等委員会から、本新株式の払込金額は、当社株式の価値を表す客観的な指標である市場価格を

基準にしており、日本証券業協会の指針も勘案して決定されていることから、かかる発行条件により本新株式を

発行するという取締役の判断について、法令に違反する重大な事実は認められない旨の意見を得ております。
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②　本新株予約権付社債

　当社は、本新株予約権付社債の発行要項及びSCI投資事業有限責任組合との間で締結する本第三者割当契約に

定められた諸条件を考慮した本新株予約権付社債の評価を第三者算定機関である株式会社赤坂国際会計（住所：

東京都千代田区紀尾井町４番１号、代表者：山本顕三、以下「赤坂国際会計」といいます。）に依頼しました。

当該第三者算定機関と当社及びSCI投資事業有限責任組合との間には、重要な利害関係はありません。

　赤坂国際会計は、本新株予約権付社債の発行要項等に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モデルで

あるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日（2025年９月25日）の市場環境やSCI投資事業

有限責任組合の権利行使行動等を考慮した一定の前提（当社の株価（2,233円）、予定配当額（0円/株）、無リ

スク利子率（1.2％）、ボラティリティ（87.3％）、クレジットスプレッド（1.6％－3.6％）及び市場出来高、

SCI投資事業有限責任組合が市場出来高の一定割合の範囲内で一様に分散的に権利行使及び株式売却を実施する

こと等）を置き、本新株予約権付社債の評価を実施しています。

　当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額である額面100円当たり94.0円から100.4円を参考

に、当該評価額レンジの下限を下回らない範囲で、SCI投資事業有限責任組合との協議を経て、発行決議日時点

における本新株予約権付社債の払込金額を額面100円当たり100円としました。しかし、かかる算定結果には、上

述のとおり、本日（発行決議日）以降の株価の値動きが反映されていません。そこで、当社は、かかる株価の値

動きの影響を織り込んだ上で本新株予約権付社債の払込金額を決定すべく、条件決定日時点において、本日の発

行決議に際して用いた方法と同様の方法を用いて再び価値算定を行い、その結果、評価額レンジの下限が本日以

降の株価の上昇等を理由として額面100円当たり100円を上回ることとなる場合には、かかる評価額レンジの下限

の金額を本新株予約権付社債の払込金額といたします。他方、本日以降の株価の下落等により、条件決定日にお

ける再算定結果の上限が額面100円当たり100円以下となる場合には、かかる結果の織り込みは行わず、本新株予

約権付社債の払込金額は、本日決定された額面100円当たり100円のままといたします。すなわち、既存株主の利

益への配慮という観点から、条件決定日における本新株予約権付社債の価値が、発行決議日時点よりも上昇して

いた場合には、払込金額の決定に際してかかる上昇を考慮するものの、価値が下落していた場合には、かかる下

落は反映されないということです。したがって、本新株予約権付社債の払込金額が、額面100円当たり100円を下

回って決定されることはありません。また、転換価額につきましては、SCI投資事業有限責任組合との間での協

議を経て、本日（発行決議日）時点においては、「発行決議日に先立つ20連続取引日における東証終値の平均値

と発行決議日の直前取引日における東証終値の90％に相当する金額のいずれか高い金額」という算式によって決

定されておりますが、条件決定日に先立つ20連続取引日における東証終値の平均値と条件決定日の直前取引日に

おける東証終値の90％に相当する金額のいずれか高い金額の１円未満の端数を切り上げた金額が上記発行決議日

時点における転換価額を上回る場合には、当該金額を転換価額といたします。

　また、当社及び当社監査等委員会による本新株予約権付社債の発行に係る有利発行性の判断については、条件

決定日において本新株予約権付社債の払込金額を最終的に決定する際に行いますが、当社は、本新株予約権付社

債の払込金額の決定方法は、既存株主の利益に配慮した合理的な方法であると考えており、また、当社監査等委

員会が、発行決議日における本新株予約権付社債の価値と条件決定日時点における本新株予約権付社債の価値の

高い方の金額を基準として本新株予約権付社債の払込金額を決定するという方法は慎重かつ合理的な方法であ

り、かかる決定方法に基づき本新株予約権付社債の払込金額を決定するという取締役の判断について、法令に違

反する重大な事実は認められないと判断しております。

 

③　本新株予約権

　当社は、本新株予約権の発行要項及びSCI投資事業有限責任組合との間で締結する本第三者割当契約に定めら

れた諸条件を考慮した本新株予約権の評価についても、同じ第三者算定機関である赤坂国際会計に依頼しまし

た。赤坂国際会計は、本新株予約権の発行要項等に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モデルである

モンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日（2025年９月25日）の市場環境やSCI投資事業有限

責任組合の権利行使行動等を考慮した一定の前提（当社の株価（2,233円）、予定配当額（0円/株）、無リスク

利子率（1.2％）、ボラティリティ（87.3％）、クレジットスプレッド（1.6％－3.6％）及び市場出来高、SCI投

資事業有限責任組合が市場出来高の一定割合の範囲内で一様に分散的に権利行使及び株式売却を実施すること

等）を置き、本新株予約権の評価を実施しています。

　当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額を参考に、SCI投資事業有限責任組合との間での

協議を経て当該評価額と同額で、発行決議日時点における本新株予約権１個の払込金額を1,853円としました。

しかし、かかる算定結果には、上述のとおり、本日（発行決議日）以降の株価の値動きが反映されていません。

そこで、当社は、かかる株価の値動きの影響を織り込んだ上で本新株予約権の払込金額を決定すべく、条件決定

日時点において、本日の発行決議に際して用いた方法と同様の方法を用いて再び価値算定を行い、その結果が、

本日以降の株価の上昇等を理由として1,853円を上回ることとなる場合には、かかる再算定結果に基づき決定さ

れる金額を本新株予約権の発行価額といたします。他方、本日以降の株価の下落等により、条件決定日における

再算定結果が1,853円以下となる場合には、かかる結果の織り込みは行わず、本新株予約権の発行価額は、本日

決定された1,853円のままといたします。すなわち、既存株主の利益への配慮という観点から、条件決定日にお

ける本新株予約権の価値が、発行決議日時点よりも上昇していた場合には、発行価額の決定に際してかかる上昇
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を考慮するものの、価値が下落していた場合には、かかる下落は反映されないということです。したがって、本

新株予約権１個あたりの発行価額が、発行決議日時点における算定結果である1,853円を下回って決定されるこ

とはありません。また、本新株予約権の行使価額につきましては、SCI投資事業有限責任組合との協議を経て、

本日（発行決議日）時点においては、「発行決議日に先立つ20連続取引日における東証終値の平均値と発行決議

日の直前取引日における東証終値の90％に相当する金額のいずれか高い金額」という算式によって決定されてお

りますが、条件決定日に先立つ20連続取引日における東証終値の平均値と条件決定日の直前取引日における東証

終値の90％に相当する金額のいずれか高い金額の１円未満の端数を切り上げた金額が上記発行決議日時点におけ

る行使価額を上回る場合には、当該金額を行使価額といたします。

　また、当社及び当社監査等委員会による本新株予約権の発行に係る有利発行性の判断については、条件決定日

において本新株予約権の払込金額を最終的に決定する際に行いますが、当社は、本新株予約権の払込金額の決定

方法は、既存株主の利益に配慮した合理的な方法であると考えており、また、当社監査等委員会が、発行決議日

における本新株予約権の価値と条件決定日時点における本新株予約権の価値の高い方の金額を基準として本新株

予約権の払込金額を決定するという方法は慎重かつ合理的な方法であり、かかる決定方法に基づき本新株予約権

の払込金額を決定するという取締役の判断について、法令に違反する重大な事実は認められないと判断しており

ます。

 

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

　本新株式の発行により交付される株式の数80,900株に、本新株予約権付社債の全部が、本日時点における見込み

当初転換価額で全て転換された場合に交付される株式数202,265株及び本新株予約権が全て行使された場合に交付

される株式の数210,000株を合算した総株式数は493,165株であり、2025年６月30日現在の当社発行済株式総数

3,939,051株に対し最大12.52％（2025年６月30日現在の当社議決権個数39,308個に対しては最大12.54％）の割合

の希薄化が生じます。これにより既存株主様におきましては、株式持分及び議決権比率が低下いたします。

　しかしながら、本新株式発行は本資本業務提携の一部であり、本資本業務提携により当社の事業価値の向上が期

待できること、並びに本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行を含む本第三者割当により調達した資金を、前

述の資金使途に充当することで、当社事業の中長期的な発展を志向していく予定であることから、希薄化の規模は

合理的であると判断しました。

　以上の理由により、当社といたしましては、本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行は、企業価

値、株主価値の向上に寄与するものと見込まれ、既存株主の利益にも資するものと判断しており、今回の発行数量

及び株式の希薄化規模は合理的であると考えております。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

熊田　貴之 東京都世田谷区 1,490,400 37.92 1,490,400 33.69

シンプレクス・キャピタル・

PIPEs投資事業有限責任組合

１号

東京都千代田区丸の内一丁目５番

１号
― ― 412,265 9.32

福田　重男 神奈川県相模原市中央区 150,000 3.82 150,000 3.39

熊田　雅之 埼玉県川越市 113,400 2.88 113,400 2.56

いであ株式会社
東京都世田谷区駒沢三丁目15番１

号
― ― 80,900 1.83

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６番21号 78,900 2.01 78,900 1.78

MSCO CUSTOMER SECURITIES

（常任代理人　モルガン・ス

タンレーMUFG証券株式会社）

1585 Broadway New York, New

York 10036, U.S.A.

（東京都千代田区大手町一丁目９

番７号）

75,600 1.92 75,600 1.71

モルガン・スタンレーMUFG証

券株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番

７号
57,800 1.47 57,800 1.31

大成株式会社
愛知県名古屋市中区栄三丁目31番

12号
55,000 1.40 55,000 1.24

FUSO-SBI Innovation Fund 東京都港区六本木一丁目６番１号 50,000 1.27 50,000 1.13

大成温調株式会社 東京都品川区大井一丁目49番10号 50,000 1.27 50,000 1.13

計 ― 2,121,100 53.96 2,614,265 59.09

　（注）１．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2025年６月30日現在の株主名

簿上の株式数（自己株式を除きます。）によって算出しております。

２．「割当後の所有株式数」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」については、2025年６月

30日現在の所有株式数及び所有議決権数に、本新株式、本新株予約権付社債が全て当初転換価額で転換され

た場合に交付される株式及び本新株予約権の目的である株式の総数に係る議決権数を加算した数に基づき算

出しております。

３．「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

小数点以下第３位を四捨五入して算出しております。

４．SCI投資事業有限責任組合の割当後の総議決権数に対する所有議決権数は、本新株予約権付社債が全て当初

転換価額で転換された場合に交付される株式及び本新株予約権を全て行使した上で取得する当該株式を全て

保有したと仮定した場合の数となります。

 

６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】

第１【公開買付け又は株式交付の概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約（発行者（その関連者）と株式交付

子会社との重要な契約）】
　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】

１．事業等のリスクについて

　「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第26期、提出日2025年３月31日）及び半期報告書（第27期中、提

出日2025年８月８日）（以下「有価証券報告書等」といいます。）の提出日以降、本有価証券届出書提出日（2025年

９月26日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリスク」について、変更及び追加すべ

き事項はありません。

　また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（2025年９月26日）

現在においても変更の必要はないものと判断しております。

 

２．臨時報告書の提出について

　「第四部　組込情報」に記載の第26期有価証券報告書の提出日（2025年３月31日）以降、本有価証券届出書提出日

（2025年９月26日）までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

（2025年４月４日提出の臨時報告書）

１　提出理由

　2025年３月28日開催の当社第26回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第

24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書

を提出するものであります。

 

２　報告内容

(1) 当該株主総会が開催された年月日

2025年３月28日

 

(2) 当該決議事項の内容

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

熊田貴之、熊田雅之、田中健郎及び井手雄一郎を取締役（監査等委員である取締役を除く）に

選任するものであります。

 

第２号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

榊原史乃を補欠の監査等委員である取締役に選任するものであります。
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(3) 当該決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるため

の要件並びに当該決議の結果

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件
決議の結果及び賛
成割合（％）

第１号議案      

取締役（監査等委員である取締役を

除く）４名選任の件
     

熊田　貴之 22,183 83 － （注） 可決　99.6

熊田　雅之 22,183 83 －  可決　99.6

田中　健郎 22,182 84 －  可決　99.6

井手　雄一郎 22,172 94 －  可決　99.6

第２号議案      

補欠の監査等委員である取締役１名

選任の件
   （注）  

榊原　史乃 22,186 80 －  可決　99.6

　（注）　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議決

権の過半数の賛成による。

 

(4) 議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の

集計により各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当

日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。

 

３．資本金の増減について

　「第四部　組込情報」に記載の第26期有価証券報告書の提出日（2025年３月31日）以降、本有価証券届出書提出日

（2025年９月26日）までの間における資本金の増減は以下のとおりであります。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年３月31日～

2025年９月26日
2,100 3,941,151 483 696,165 483 596,165

　（注）　新株予約権の行使による増加であります。

 

第四部【組込情報】
　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第26期）

自　2024年１月１日
至　2024年12月31日

2025年３月31日
関東財務局長に提出

半期報告書
事業年度
（第27期中）

自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

2025年８月８日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して

提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライ

ン）Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2025年３月28日

ブルーイノベーション株式会社  

 取締役会　御中 

 

 太陽有限責任監査法人 

 　東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石上　卓哉　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野田　大輔　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるブルーイノベーション株式会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブルーイ

ノベーション株式会社の2024年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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受託案件の進捗度に基づく収益認識

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、【注記事項】（重要な会計方針）「５．収益及

び費用の計上基準」や（重要な会計上の見積り）「１．受

託案件の進捗度に基づく収益認識」に記載のとおり、受託

案件に係る売上高を、原則として、履行義務の充足に係る

進捗度に基づき、一定の期間にわたり収益認識している。

進捗度の見積りは、期末日までに発生した原価が、原価総

額の見積りに占める割合によって行われている。ただし、

取引開始日から履行義務を充足する時点までの期間がごく

短い業務請負契約については、履行義務を充足した時点で

収益を認識している。会社は、当事業年度において、受託

案件に係る売上高のうち162,321千円について進捗度に基

づき一定の期間で収益を認識している。

　会社は、進捗度に基づく収益認識の基礎となる原価総額

の見積りを受託案件ごとに算定しており、受託案件の進行

に応じて適宜見直しを行っている。原価総額の見積りは、

経営者の最善の見積りと判断により決定されているが、予

見できない仕様変更及び工程変更により大きく変動する可

能性があり、一定の不確実性を伴っている。その結果、進

捗度が変動する可能性があり、財務諸表に重要な影響を与

える可能性がある。

　以上より、受託案件の進捗度に基づく収益認識には、経

営者による主観的な判断が介在するとともに、将来の不確

実性を伴うことから、当監査法人は当該事項を監査上の主

要な検討事項とした。

　当監査法人は、受託案件の進捗度に基づく収益認識の妥

当性を検討するために、以下の手続を実施した。

・　受託案件に係る売上高の計上に関連する内部統制につ

いて、その整備状況及び運用状況の評価を行った。

・　受託案件に係る売上高が進捗度に基づき一定の期間に

わたり収益認識されていることを確かめるため、受託案

件別の売上明細表と契約書等を閲覧するとともに、受託

案件ごとに進捗度及び売上高の再計算を実施した。

・　受託案件別に原価総額が合理的に見積られていること

を確かめるため、受注稟議書や関連する見積書等を閲覧

するとともに、受託案件ごとに算定した原価率と会社全

体の平均原価率を比較し、差異要因について担当者に質

問した。

・　受託案件別に発生した原価が正確に集計されているこ

とを確かめるため、受託案件別の原価集計表を閲覧する

とともに、サンプル抽出した特定の原価の根拠証憑を閲

覧した。

・　受託案件別に見積られた原価総額が受託案件の進行に

応じて適切に見直されていることを確かめるため、受託

案件の検討会議資料を閲覧するとともに、原価に基づく

進捗度と取引開始日から期末日までの経過期間を比較

し、整合性について担当者に質問した。

・　受託案件別の原価総額の見積りの不確実性を評価する

ため、当事業年度に終了した受託案件について、原価総

額の見積りとその実績を比較検討した。
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固定資産の減損損失の認識の判定

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、当事業年度末現在、有形固定資産を82,175千

円、無形固定資産を7,410千円計上しており、その全てが

ドローン関連事業に係る固定資産である。

　また、【注記事項】（重要な会計上の見積り）「２．固

定資産の減損」に記載のとおり、会社は営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスとなっていることから、固定資

産の減損の兆候があるものと判断し、減損損失の認識の判

定を行っている。減損損失の認識の判定は、取締役会で決

議された翌事業年度の予算及び中期経営計画に基づき策定

された割引前将来キャッシュ・フローの総額と、関連する

固定資産の帳簿価額を比較することで行われている。

　翌事業年度の予算及び中期経営計画には、今後の売上高

の成長率や市場環境の変化等の重要な仮定が含まれてい

る。これらの重要な仮定は経営者の最善の見積りと判断に

より決定されているが、将来の経済条件の変動等により影

響を受ける可能性がある。

　以上より、固定資産の減損損失の認識の判定には、経営

者による主観的な判断が介在するとともに、将来の不確実

性を伴うことから、当監査法人は当該事項を監査上の主要

な検討事項とした。

　当監査法人は、固定資産の減損損失の認識の判定の妥当

性を確かめるため、以下の手続を実施した。

・　固定資産の減損に係る内部統制について、整備状況及

び運用状況の評価を行った。

・　固定資産の減損損失の認識の判定において、翌事業年

度の予算及び中期経営計画に基づき割引前将来キャッ

シュ・フローが算定され、関連する固定資産の帳簿価額

と比較検討されていることを確かめるため、将来キャッ

シュ・フローの見積資料や減損損失の認識判定資料を閲

覧した。

・　翌事業年度の予算及び中期経営計画が取締役会で決議

されたものであることを確かめるため、取締役会議事録

を閲覧した。

・　翌事業年度の予算及び中期経営計画に含まれる今後の

売上高の成長率や市場環境の変化等の重要な仮定の合理

性を確かめるため、関連する市場環境に関する外部資料

を閲覧し、会社の売上高の成長率とドローン市場の成長

率を比較するとともに、市場環境の変化等について経営

者に質問した。

・　将来キャッシュ・フローの見積りの不確実性を評価す

るため、過年度における予算とその実績を比較検討し

た。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロ

セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業

務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状況】に記載さ

れている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
  
　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書 

 

2025年８月５日

ブルーイノベーション株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所
 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野田　大輔

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているブルーイノベー

ション株式会社の2025年１月１日から2025年12月31日までの第27期事業年度の中間会計期間（2025年１月１日から2025年

６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び

注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、ブルーイノベーション株式会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点にお

いて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
  
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

ブルーイノベーション株式会社(E39114)

有価証券届出書（組込方式）

40/40


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行株式
	２株式募集の方法及び条件
	（１）募集の方法
	（２）募集の条件
	（３）申込取扱場所
	（４）払込取扱場所

	３株式の引受け
	４新規発行新株予約権付社債（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債）
	５新株予約権付社債の引受け及び新株予約権付社債管理の委託
	６新規発行新株予約権証券（第11回新株予約権）
	（１）募集の条件
	（２）新株予約権の内容等
	（３）新株予約権証券の引受け

	７新規発行による手取金の使途
	（１）新規発行による手取金の額
	（２）手取金の使途


	第２売出要項
	募集又は売出しに関する特別記載事項

	第３第三者割当の場合の特記事項
	１割当予定先の状況
	２株券等の譲渡制限
	３発行条件に関する事項
	４大規模な第三者割当に関する事項
	５第三者割当後の大株主の状況
	６大規模な第三者割当の必要性
	７株式併合等の予定の有無及び内容
	８その他参考になる事項

	第４その他の記載事項

	第二部公開買付け又は株式交付に関する情報
	第１公開買付け又は株式交付の概要
	第２統合財務情報
	第３発行者（その関連者）と対象者との重要な契約（発行者（その関連者）と株式交付子会社との重要な契約）

	第三部追完情報
	第四部組込情報
	第五部提出会社の保証会社等の情報
	第六部特別情報
	第１保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類

	監査報告書

